
A B C D E Ｆ Ｇ H
平成２５年度利用実績

「提供可能量」もしくは「定
員」

(H26年4月時点) (平成26年4月時点）

イ １号認定（３～５歳学校教育のみ）
（単位：人）

1,345 1,425

ウ ２号認定（幼児期の学校教育の利用希望
が強い）（単位：人）

265 265

エ ２号認定（３～５歳保育の必要性あり）
（単位：人）

1,159 1,052 1,202 1,184

オ ３号認定（０～２歳保育の必要性あり）
（単位：人）

727 725
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2
３号認定（０～２歳保育の必要性あり）
（単位：人）

36 38

キ ２号認定（３～５歳保育の必要性あり）
（単位：人）

17 26

ク ３号認定（０～２歳保育の必要性あり）
（単位：人）

95 96

ケ 4 時間外保育事業（単位：人）        　945　   ※⑥ 1,018  1,018 　

サ 6
子育て短期支援事業（ショートステイ）
（単位：人日／年）

           52　　※③ 291 291  

シ 7
地域子育て支援拠点事業
（単位：人日／年）

    13,232　　※③ 45,844 45,844

ス 8
一時預かり事業
（単位：人日／年）

    65,820　　※③ 158,165

（オ）実態とのかい離が著しいため、２号認定の利用意向率を固定値１００％からニー
ズ調査結果から算出された利用意向率に変更し、「量の見込み」を算出する。
（カ）預かり保育以外の一時預かりの「量の見込み」を算出する場合、集計対象を０～
５歳児→０～２歳児とすることが出来る。【市町村子ども・子育て支援事業計画におけ
る「量の見込み」の算出等のための手引き　留意事項による】　※⑤

精査中

セ 9
病児保育事業
（単位：人日／年）

         196       ※③ 5,536
（キ）病児・病後児保育事業の実態調査結果を基に、「量の見込み」を算出することが
出来る。【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のた
めの手引き　留意事項による】　※⑤

882 　

ソ 10
子育て援助活動支援事業（ファミリーサ
ポートセンター事業）（単位：人日／年）

     3,644　　 ※③ 4,947 （ク）利用実態とのかい離がみられるため、利用実態の数値との整合性を考える。 4,947 　

1,040

注）対象は小学校１年生～３年生
である。
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784　※④
注）対象は小学校１年生

～３年生である。
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5 放課後児童健全育成事業（単位：人）
1,086

注）対象は小学校１年生～６年生
である。

精査中

（ウ）利用実態とのかい離がみられるため、利用実態の数値との整合性を考
える。
（エ）放課後児童クラブ「学童保育」の利用希望が週１～２回程度であれ
ば、各自治体の実情に応じて、当該者の割合を「量の見込み」から控除する
ことが出来る。【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込
み」の算出等のための手引きによる】　※⑤
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注）「量の見込み」に関しては、上
記の２号認定分（３～５歳保育の
必要性あり）1,052と、３号認定分
（０～２歳保育の必要性あり）
1,174の中に含まれる。

子ども・子育て支援事業「量の見込み」の補正について
（平成２７年度分）

2,120

「量の見込み」の補正の考え方

（ア）　利用実態とのかい離がみられるため、利用実態の数値との整合性を
考える。
※【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等の
ための手引き】P36なお書きにより、基本的に１号認定と２号認定の量の見込
みは、同利用実績以上と考えられる。　※⑤
１号認定（３～５歳学校教育のみ）に80名（実績との乖離分）、２号認定
（３～５歳保育の必要性あり）に150名（認定こども園利用実績）を加算す
る。

（イ）０歳児の「量の見込み」から「育休明けの利用意向の児童数」（「育
休明けの利用意向率」×「３号認定の対象の家族類型児童数」）を引くこと
が出来る。【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の
算出等のための手引き　留意事項による】　※⑤

補正後
平成２７年度の「量の見込み」

998

対象事業
補正前

平成２７年度の「量の見込み」
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1,174

 備考）※① 教育・保育事業    ・・・・  認定こども園、保育所、幼稚園 

    ※② 地域型保育事業 ・・・・  小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業内保育事業 

          ※③ 平成２５年度の延べ人数を記載。 

    ※④ 放課後児童健全育成事業の平成２５年度の利用実績は、年度末になるにしたがい、減少傾向となるため、平成２５年４月時点の数値を掲載。 

    ※⑤ 【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き】の詳細につきましては、下記のURLをご参照ください。 

       内閣府HP http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/administer/setsumeikai/h260124/index.html 

      （参考）平成２６年１月２４日（金）子ども・子育て支援新制度説明会 資料９【市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き】 

     ※⑥ 平成２５年度の実人数を記載。 
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